
                               小平市公告第２９号 

 

 

  令和元年度下半期（令和元年１０月１日から令和２年５月３１日まで）における小平市

財政事情について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び小

平市財政事情の作成及び公表に関する条例（昭和３２年条例第１３号）第３条第１項の規

定により、別紙のとおり公告する。 

 

 

  令和２年９月１日 

 

                      小平市長  小 林 正 則 

  



令和元年度下半期（令和元年１０月１日から令和２年５月３１日まで）における財政

事情の公表 

 

Ⅰ  収入及び支出の概況 

 

 １  令和元年度の予算編成 

 

令和元年度予算は、一般会計と３つの特別会計（国民健康保険事業、後期高齢者医療、介

護保険事業）を合わせて、１，０１１億６００万円でスタートしました。 

その後、各会計の予算の補正については、上半期に２６億３３７万２千円の増額、下半期

に５億９，１３１万８千円の減額を行い、前年度からの一般会計繰越事業費繰越額２，８１

２万２千円を合わせ、最終予算額は、１，０３１億４，６１７万６千円となりました。 

 

  ２  補正予算の状況 

 

令和元年度下半期（１０月以降）の補正の主なものは次のとおりです。 

（別表１：各会計の補正状況を参照。） 

   

【一般会計】 

      〇歳入のうち増額補正の主なもの 

＊民生費国庫負担金（子どものための教育・保育給付費（委託費））の増 

＊地方特例交付金（子ども・子育て支援臨時交付金）の増 

＊土木費都補助金（道路新設改良事業）の増 

＊土木債（道路整備事業）の増 

 

〇歳入のうち減額補正の主なもの 

＊財政調整基金繰入金の減 

＊民生費負担金（特定保育所保育料）の減 

＊土木費国庫補助金（小川駅西口地区市街地再開発事業）の減 

＊地方消費税交付金の減 

＊教育債（花小金井南中学校地域開放型体育館新築工事等）の減 

 

      〇歳出のうち増額補正の主なもの 

    ＊道路新設改良事業の増 

＊私立幼稚園教育充実振興事業の増 

＊職員退職手当・嘱託職員退職報償金の増 

＊地方公共団体情報システム機構負担金の増 



      〇歳出のうち減額補正の主なもの 

    ＊小川駅西口地区再開発事業の減 

    ＊中学校施設管理事業の減 

    ＊小学校施設管理事業の減 

＊基金積立金の減 

 

    以上が主な内容で、下半期は７億５，５３１万８千円の減額補正となりました。 

 

【特別会計】   

〇国民健康保険事業特別会計 

 歳入としては、都支出金の増でした。 

 歳出としては、保険給付費の増でした。 

 

〇後期高齢者医療特別会計 

歳入としては、後期高齢者医療保険料の増、一般会計繰入金の減でした。 

歳出としては、広域連合分賦金の減でした。 

 

〇介護保険事業特別会計 

下半期、補正はありませんでした。 

      

以上が特別会計の下半期の補正状況で、１億６，４００万円の増額補正となり、一般会計と

特別会計を合わせて、下半期は５億９，１３１万８千円の減額補正となりました。 

 

  ３  各会計の決算状況 

 

令和元年度全会計の決算状況は、令和２年５月３１日現在、歳入決算額１，０２８億８

５５万１千円、歳出決算額１，００３億１，９０２万６千円となり、その差額２４億８，

９５２万５千円が令和２年度へ繰り越されました。 

 

  （１）一般会計 

      〇歳入 

令和元年度一般会計歳入決算額の内訳は次のとおりです。 

最終予算額６７７億８，２９１万４千円に対し、決算額６７７億２３６万５千円とな

り、収入率は９９．９％となりました。 

 昨年度との比較では、市債がリサイクルセンター更新事業の減等により８億５，７８

２万８千円の減となりましたが、その他が繰入金の増等により８億１，８５９万３千円

の増、都支出金が道路新設改良事業の増等により５億４，７４８万５千円の増、使用料



及び手数料が家庭ごみ有料化・戸別収集開始に伴う家庭系有料ごみ処理手数料の増等に

より３億１，９４１万円の増、国庫支出金が幼児教育・保育の無償化の開始等により２

億６，１１７万円の増、市税が固定資産税の増等により２億３，３９５万１千円の増と

なり、歳入全体では１３億９，１８７万６千円の増となりました。 

 

令和元年度一般会計歳入決算状況 

〇歳出 

        令和元年度一般会計歳出決算額の内訳は次のとおりです。 

最終予算額６７７億８，２９１万４千円に対して、決算額は６５５億６，８４２万円

となり、執行率は９６．７％となりました。 

昨年度との比較では、総務費が財政調整基金積立額の増等により１０億１，３２５万

３千円の増、民生費が障害者自立支援給付費の増等により１０億９３９万７千円の増、

衛生費がリサイクルセンター更新事業の減等により９億３，００８万７千円の減、土木

費が道路新設改良事業の増等により４億４，６８３万５千円の増、教育費が五小大規模

改造工事等の減により２億５，０８４万９千円の減となり、歳出全体では１２億５，３

２３万８千円の増となりました。 

 

（単位：千円）

元    年    度 30    年    度 増減率

予算現額 決算額 決算額 （％）

市 税 31,630,000 31,886,129 31,652,178 233,951 0.7

交 付 金 等 5,435,401 5,366,980 5,297,885 69,095 1.3

使 用 料 及 び
手 数 料

1,395,888 1,531,585 1,212,175 319,410 26.4

国 庫 支 出 金 12,340,467 11,957,516 11,696,346 261,170 2.2

都 支 出 金 9,520,208 9,493,480 8,945,995 547,485 6.1

市 債 2,582,102 2,478,062 3,335,890 △857,828 △25.7

そ の 他 4,878,848 4,988,613 4,170,020 818,593 19.6

合 計 67,782,914 67,702,365 66,310,489 1,391,876 2.1

※交付金等…地方譲与税、地方特例交付金など
　 その他 …繰入金、繰越金など

科目 増減額



令和元年度一般会計歳出決算状況 

 

歳入歳出を差引した２１億３，３９４万５千円が、令和２年度へ繰り越される額です。 

   

（単位：千円）

元    年    度 30   年    度 増減率

予算現額 決算額 決算額 （％）

議 会 費 462,701 455,315 452,722 2,593 0.6

総 務 費 10,045,193 9,564,229 8,550,976 1,013,253 11.8

民 生 費 35,260,828 34,063,205 33,053,808 1,009,397 3.1

衛 生 費 5,508,556 5,407,425 6,337,512 △930,087 △14.7

労 働 費 56,963 56,942 58,427 △1,485 △2.5

農 業 費 215,361 199,114 136,275 62,839 46.1

商 工 費 172,292 160,824 160,298 526 0.3

土 木 費 4,156,473 4,008,865 3,562,030 446,835 12.5

消 防 費 2,059,385 2,050,733 2,079,250 △28,517 △1.4

教 育 費 6,305,153 6,106,150 6,356,999 △250,849 △3.9

そ の 他 3,540,009 3,495,618 3,566,885 △71,267 △2.0

合 計 67,782,914 65,568,420 64,315,182 1,253,238 1.9

科目 増減額

※公債費はその他に含む



 （繰越明許費の繰越状況） 

     

       繰越明許はありませんでした。 

 

（事故繰越の繰越状況） 

 

       繰越事業名と繰越額２７３万円の内訳は次のとおりです。 

（単位：千円）              

事 業 名 金 額

平 櫛 田 中 彫 刻 美 術 館 管 理 運 営 事 業 1,980

安全対策事業（新型コ ロナウイルス感染 症対 策） 750

計 2,730
 

 

 

 （２）国民健康保険事業特別会計          （附表１の（１）を参照） 

〇歳入 

     総額は１７０億８，６４５万９千円で、主なものは、都支出金１１２億４，５３３万

７千円（構成比６５．８％）、国民健康保険税３５億４，５９３万円（２０．８％）、

繰入金２０億６千万円（１２．１％）などとなっています。 

 

      〇歳出 

総額は１６９億７，３８６万円で、主なものは、保険給付費１１０億１５９万８千円

（６４．８％）、国民健康保険事業費納付金５３億８，５５３万７千円（３１．７％）

などとなっています。 

         なお、保険給付費のうちで主なものは、療養諸費で９６億１，２００万３千円、高

額療養費１３億８６４万７千円、出産育児一時金５，３１４万７千円などとなってい

ます。 

    

（３）後期高齢者医療特別会計            （附表１の（２）を参照） 

〇歳入 

総額は４３億３，４８４万６千円で、主なものは、後期高齢者医療保険料２２億 

４２２万３千円（５０．９％）、繰入金１９億７，６００万円（４５．６％）、諸収入

１億２，７６６万円４千円（２．９％）などとなっています。 

 

      〇歳出 



総額は４３億１，３４０万６千円で、主なものは広域連合納付金４０億９，３９６万

９千円（９４．９％）、保健事業費１億２，６４３万１千円（２．９％）、葬祭事業費 

５，２９５万円（１．２％）などとなっています。 

 

  （４）介護保険事業特別会計            （附表１の（３）を参照） 

     〇歳入 

総額は１３６億８，４８８万円で、主なものは、支払基金交付金３４億１，５１４万

８千円（２４.９％）、国庫支出金３０億７，４３２万５千円（２２.５％）、保険料２

８億５，８７５万９千円（２０.９％）、繰入金２１億６，９３４万８千円（１５.

８％）、都支出金１９億２，３７８万１千円（１４.１％）などとなっています。 

 

      〇歳出 

     総額は１３４億６，３３４万１千円で、主なものは保険給付費１２１億３，６１９万

４千円（９０.１％）、地域支援事業費７億７，４５３万円（５.８％）、総務費２億 

８，１０９万６千円（２.１％）などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ  市民の負担の概況 

 

  市民の皆さんから納めていただいた市税の合計は、３１８億８，６１２万９千円です。 

  これを市民一人当たりの負担におきかえてみますと、約１６万４千円（昨年度約１６万

４千円）となります。 

  これに対して、市が行った事業に要した経費（一般会計）は市民一人当たりにすると約

３３万６千円（昨年度約３３万２千円）となります。 

  詳細につきましては、次表のとおりです。 

 

 

令和元年度市税の状況 

 

 

  ※都市計画税は、公共下水道整備、清掃関係事業、道路新設改良事業、などに

充当しています。 

 

  

 

千円 ％ 円

市 民 税
16,541,974 51.9 84,856

固 定 資 産 税 12,046,203 37.8 61,794

都 市 計 画 税 ※ 2,360,716 7.4 12,110

市 た ば こ 税 794,088 2.5 4,073

軽 自 動 車 税 143,148 0.4 734

特 別土 地保 有税 0 0.0 0

合 計 31,886,129 100.0 163,568

令和２年３月３１日現在人口

住民基本台帳登録数 194,941 人

項目 決算額 構成比
市民一人当たり

負担額



Ⅲ  財産、市債及び一時借入金の現在高 

 

  １  市有財産の状況 

      庁舎、出張所、地域センター、市民文化会館、福祉会館、保育園、小・中学校、公民 

館、図書館などの建物や土地、債権及び基金などの令和２年３月３１日現在の状況は次 

表のとおりです。 

 

土地 956,690.22㎡ 

建物   310,658.44㎡ 

物権（地上権）   0.00㎡ 

 

有価証券 1,000千円      

出資による権利 526,019千円 

債権 1,687,863千円 

基金  12,742,697千円 

 

  ２  市債の現在高           （附表２を参照） 

令和元年度末現在の市債現在高は、一般会計２５５億６，１９７万６千円で、前年度同

時期の一般会計と比べ、８億８，７４８万３千円、３．４％の減となっています。 

  市民１人当りでは約１３万１千円となります。 

なお､これらの市債現在高に対する今後支払うべき利子の額は､４億８，４３３万３千円

になります。今後市が市債の償還に支払うべき額は、市債現在高と利子を合わせ、２６０ 

億４，６３０万９千円となります。 

 

   ３  一時借入金  

   令和元年度はありませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１

令和元年度下半期における各会計の補正状況

           （単位：千円）

当 初 上 半 期 継続費及び 最終予算額 前 年 度 最 終 （増減率％）

予 算 額 補 正 額 繰越事業費 予 算 額 増減額

繰越額

(2.1)
66,346,000 2,164,110 326,769 △1,082,087 △755,318 28,122 67,782,914 66,392,130 1,390,784

(△1.7)
国民健康保険事業 16,866,000 149,739 0 200,000 200,000 0 17,215,739 17,512,181 △296,442

(2.6)
後期高齢者医療 4,349,000 26,958 0 △36,000 △36,000 0 4,339,958 4,231,368 108,590

(4.4)
介 護 保 険 事 業 13,545,000 262,565 0 0 0 0 13,807,565 13,220,645 586,920

(1.1)
小　　　計 34,760,000 439,262 0 164,000 164,000 0 35,363,262 34,964,194 399,068

(1.8)
101,106,000 2,603,372 326,769 △918,087 △591,318 28,122 103,146,176 101,356,324 1,789,852

下　　半　　期

下半期計

特
　
別
　
会
　
計

合         計

一   般    会    計

１２月補正 ３月補正



附表  １
特  別  会  計  歳  入  歳  出  決  算  状  況

（１）国民健康保険事業特別会計

        歳    入    決    算    状    況

       （単位：千円）

令和　元  年　度 平成30年度 増減率

予算現額 決算額 決算額 （％）

国 民 健 康 保 険 税 3,394,665 3,545,930 3,649,865 △103,935 △2.8

国 庫 支 出 金 1 2,340 1,011 1,329 131.5

都 支 出 金 11,239,248 11,245,337 11,064,955 180,382 1.6

繰 入 金 2,400,000 2,060,000 2,180,000 △120,000 △5.5

繰 越 金 159,593 159,594 362,148 △202,554 △55.9

そ の 他 22,232 73,258 106,848 △33,590 △31.4

合 計 17,215,739 17,086,459 17,364,827 △278,368 △1.6

        歳    出    決    算    状    況

       （単位：千円）

令和　元  年　度 平成30年度 増減率

予算現額 決算額 決算額 （％）

総 務 費 232,022 209,794 190,799 18,995 10.0

保 険 給 付 費 11,200,000 11,001,598 10,825,187 176,411 1.6
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金 5,385,539 5,385,537 5,575,494 △189,957 △3.4

保 健 事 業 費 201,926 184,666 186,328 △1,662 △0.9

基 金 積 立 金 56,510 55,851 155,912 △100,061 △64.2

そ の 他 139,742 136,414 271,514 △135,100 △49.8

合 計 17,215,739 16,973,860 17,205,234 △231,374 △1.3

科  目 増減額

科  目 増減額



（２）後期高齢者医療特別会計

        歳    入    決    算    状    況

       （単位：千円）

令和　元  年　度 平成30年度 増減率

予算現額 決算額 決算額 （％）

後期高齢者医療保険料 2,201,781 2,204,223 2,147,426 56,797 2.6

使用料及び手数料 1 0 0 0 －

繰 入 金 1,976,000 1,976,000 1,928,000 48,000 2.5

繰 越 金 26,959 26,959 33,370 △6,411 △19.2

諸 収 入 135,217 127,664 124,127 3,537 2.8

合 計 4,339,958 4,334,846 4,232,923 101,923 2.4

        歳    出    決    算    状    況

       （単位：千円）

令和　元  年　度 平成30年度 増減率

予算現額 決算額 決算額 （％）

総 務 費 10,666 10,367 21,799 △11,432 △52.4

広 域 連 合 納 付 金 4,100,541 4,093,969 3,974,462 119,507 3.0

保 健 事 業 費 135,091 126,431 120,075 6,356 5.3

葬 祭 事 業 費 59,700 52,950 53,500 △550 △1.0

諸 支 出 金 30,960 29,689 36,127 △6,438 △17.8

予 備 費 3,000 0 0 0 -

合 計 4,339,958 4,313,406 4,205,963 107,443 2.6

科  目 増減額

科  目 増減額



（３）介護保険事業特別会計

        歳    入    決    算    状    況

       （単位：千円）

令和　元  年　度 平成30年度 増減率

予算現額 決算額 決算額 （％）

保 険 料 2,808,801 2,858,759 2,889,480 △30,721 △1.1

国 庫 支 出 金 3,076,531 3,074,325 2,938,105 136,220 4.6

支 払 基 金 交 付 金 3,493,839 3,415,148 3,246,858 168,290 5.2

都 支 出 金 1,954,582 1,923,781 1,787,845 135,936 7.6

繰 入 金 2,231,348 2,169,348 1,904,000 265,348 13.9

繰 越 金 242,234 242,235 138,234 104,001 75.2

そ の 他 230 1,284 3,216 △1,932 △60.1

合 計 13,807,565 13,684,880 12,907,738 777,142 6.0

        歳    出    決    算    状    況

       （単位：千円）

令和　元  年　度 平成30年度 増減率

予算現額 決算額 決算額 （％）

総 務 費 298,916 281,096 287,000 △5,904 △2.1

保 険 給 付 費 12,307,097 12,136,194 11,426,120 710,074 6.2

地 域 支 援 事 業 費 922,146 774,530 768,797 5,733 0.7

基 金 積 立 金 109,010 108,104 118,125 △10,021 △8.5

諸 支 出 金 165,625 163,417 65,461 97,956 149.6

そ の 他 4,771 0 0 0 －

合 計 13,807,565 13,463,341 12,665,503 797,838 6.3

科  目 増減額

科  目 増減額



附表  ２

一般会計の市債の現在高

令和元年度末の状況は次のとおりです。

市債の現在高

一 般 会 計 25,561,976 131,127

合      計 25,561,976 131,127

人口 令和２年３月３１日現在人口
住民基本台帳登録数 194,941 人

現在高
    （千円）

市民一人当り
借入額（円）

区    分
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